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（総則）

第1条

（業務の予定量）

第2条

（1） 年度末給水件数 24,309 件

（2） 年間総給水量 6,538,000 ㎥

（3） 一日平均給水量 17,912 ㎥

（4） 主要な建設改良事業

ア　建設改良費 1,081,390 千円

イ　営業設備費 5,311 千円

（収益的収入及び支出）

第3条

第1款 水道事業収益 1,775,058 千円

第1項   営業収益 1,423,733 千円

第2項   営業外収益 351,323 千円

第3項   特別利益 2 千円

第1款 水道事業費用 1,661,818 千円

第1項   営業費用 1,619,948 千円

第2項   営業外費用 35,914 千円

第3項   特別損失 956 千円

第4項   予備費 5,000 千円

（資本的収入及び支出）

第4条

第1款 資本的収入 479,225 千円

第1項 　企業債 300,000 千円

第2項   工事負担金 137,631 千円

第3項   他会計補助金 41,594 千円

第1款 資本的支出 1,184,399 千円

第1項   建設改良費 1,105,539 千円

第2項   企業債償還金 68,860 千円

第3項   予備費 10,000 千円

令和8年度 湖北水道企業団水道事業会計予算

令和8年度 湖北水道企業団水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

業務の予定量は次のとおりとする。

収      入

支      出

収      入

  対し不足する額 705,174千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 83,348千円、

  過年度分損益勘定留保資金 621,826千円で補てんするものとする。)。

支      出
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（債務負担行為）

第5条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

期   間 限 度 額

令和8年度から令和9年度まで 158,079千円

令和8年度から令和9年度まで 165,000千円

令和8年度から令和9年度まで 21,275千円

（企業債）

第6条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第7条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（1） 営業費用と営業外費用との間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第8条

（1） 職員給与費 227,224 千円

（2） 交際費 228 千円

（たな卸資産購入限度額）

第9条

令和8年3月24日　提出

湖北水道企業団企業長  谷 島　洋 司

令和8年3月24日　議決

湖北水道企業団議会議長  菱 沼　和 幸

電気設備更新工事
(柏原配水場・柏原4号井他)

電気設備更新工事
(恋瀬3,5号井・玉里2号井)

事   項

たな卸資産の購入限度額は 25,065千円 と定める。

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

  それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

認可変更資料作成及び
取水井工事実施設計業務委託

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利　率 償 還 の 方 法

千円

年5.0％以内

借入先の融資条件による｡ただ
し､企業財政その他の都合により
据置期間及び償還期限を短縮
し、若しくは、繰上償還又は低
利に借り換えることができる。

建設改良工事 証書借入300,000
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収入

備考

1 給水収益

2 その他営業収益

1 受取利息及び配当金

2 他会計補助金

3 長期前受金戻入

4 消費税等還付金

5 雑収益

1 過年度損益修正益

2 その他特別利益

支出

備考

1 浄配水及び給水費

2 総係費

3 議会費

4 監査委員費

5 減価償却費

6 資産減耗費

7 その他営業費用

1 支払利息

2 雑支出

1 過年度損益修正損

2 その他特別損失

1 予備費

1,619,948

35,914 2 営業外費用

当年度予定額

8,746

20,468

2,487

376

5,000

 3 特別損失

1

15,446

款 項

1

 1 水道事業収益

当年度予定額

1,423,733

24,718

1

 1 営業収益

219,449

100,200

1,321,193

102,540

 2 営業外収益

 3 特別利益

3,800

3,156

令和8年度 湖北水道企業団水道事業会計予算実施計画(税込み)

目

956

 4 予備費

項

1

1,661,818

271,781

417,850

955

収益的収入及び支出

2

（単位：千円）

1,775,058

（単位：千円）

351,323

目

款

 1 水道事業費用

 1 営業費用

5,000

918,707
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収入

備考

1 企業債

1 工事負担金

1 他会計補助金

支出

備考

1 建設改良費

2 事務費

3 営業設備費

1 企業債償還金

1 予備費

項

10,000

68,860

68,860

18,838

10,000

5,311

1 資本的支出　

目

資本的収入及び支出

 1 資本的収入 479,225

款 目

款 当年度予定額

 2 工事負担金 137,631

137,631

 3 他会計補助金

（単位：千円）

 1 企業債 300,000

300,000

当年度予定額

（単位：千円）

 3 予備費

1,081,390

 1 建設改良費

1,184,399

41,594

41,594

 2 企業債償還金

1,105,539

項
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（単位 円）

1. 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

退職給付引当金の増加額（△は減少）

修繕引当金の増減額（△は減少）

特別修繕引当金の増加額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

固定資産除却額

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

前払金の増減額（△は増加）

前受金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

小　　　計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー a

2. 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

負担金及び補助金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー b

3. 財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入

企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー c

資金に係る換算差額

資金増加額（又は減少額） a+b+c

資金期首残高

資金期末残高 1,800,642,779

2,008,789,631

△ 208,146,852

0

231,141,098

△ 68,858,902

300,000,000

△ 881,043,323

3,800,000

△ 3,800,000

139,163,203

△ 1,020,206,526

441,755,373

△ 20,466,790

0

458,422,163

△ 39,910,000

令和8年度 湖北水道企業団水道事業会計 予定キャッシュ・フロー計算書
（令和8年4月1日から令和9年3月31日）

1,170,000

417,847,612

52,414,291

△ 100,200,760

5,900,000

0

20,466,790

1,441,783

25,278,967

8,533,853

68,301,142

48,484

930,001
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１．総括

特別職 一般職

24 23

0 2

24 25

24 23

0 2

24 25

0 0

0 0

0 0

※特別職の職員数は、兼務3人も含む総人数。

16,668

2,001

14,667

210,556

15,886

194,670

227,224

17,887

51,264

54,506

3,242

2,828

414

比較 2 7 4,254 130 0

前年度 2,376 3,319 38,889 3,060 360

本年度 2,378 3,326 43,143 3,190 360

区分 特殊勤務手当 宿日直手当 期末･勤勉手当 児童手当
管理職員

特別勤務手当

4,200

比較 840 192 △ 96 115 600

時間外及び
休日勤務手当

本年度 6,660 3,834 1,902 1,470 4,800
 手当の内訳

 (千円)

区分 管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

前年度 5,820 3,642 1,998 1,355

比
較

損益勘定
支弁職員

0 4,356 7,483 11,839

合計 0 5,121 8,305 13,426

資本勘定
支弁職員

0 765 822 1,587

前
年
度

損益勘定
支弁職員

831 84,249 62,387 147,467 47,203

合計 831 91,425 67,036 159,292

50,031

合計

209,337

合計

資本勘定
支弁職員

0 7,176 4,649 11,825 4,061

給与費
法　定
福利費

831 96,546 75,341 172,718

地域手当

4,278

2,017

2,261

給  与  費  明  細  書

(単位：千円)

区  分

職員数 (人)

報酬 給料 手当

資本勘定
支弁職員

0 7,941 5,471 13,412 4,475

小計

本
年
度

損益勘定
支弁職員

831 88,605 69,870 159,306
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２．給料及び手当の増減額の明細

給与改定の状況（前年度）

　改定あり

1級職 4 名

2級職 5 名

3級職 1 名

4級職 3 名

5級職 6 名

6級職 2 名

7級職 1 名

職員数の異動状況

(現に在職する職員数)

本年度 25 人

前年度 23 人

　 増　減 2 人

(単位：千円)

管理職手当

扶養手当

住居手当

本年度 通勤手当

休日及び時間外手当

特殊勤務手当

前年度 宿日直手当

期末･勤勉手当

児童手当

管理職員特別勤務手当

地域手当

75,341 115

600

2,261

･その他の増減分

693

手当 8,305

その他の
増減分

8,305

昇給に伴う
増加分

4,428

その他の
増減分

693

･新陳代謝に係る
 増減分

0

･給与改定のための
 留保額の増減分

0

2

67,036 7

4,254

130

0

840

192

△ 96

区分 増減額 (千円) 増減事由内訳(千円) 説明 備考

給料 5,121

給与改定に
伴う増減額

0
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３．給料及び手当の状況

(1)職員1人あたりの給与

(2)初任給

(3)等級別職員数

計 － －

7級 1 4.3

計 23 100.0

令和7年1月1日
5級 6 26.1

6級 2 8.7

4級 4 17.4 4級 －

－ －

1級 4 17.4 1級 － －

－

3級 0 0.0 3級 － －

2級 6 26.1 2級 － －

－

4級 4 16.0 4級 － －

－

2級 5 20.0 2級 － －

令和8年1月1日

1級 6 24.0 1級 －

3級 1 4.0 3級 －

7級 1 4.0

計 25 100.0

5級 6 24.0

6級 2 8.0

計

区    分

企業職(一) 企業職(二)

級
職員数
(人)

構成比
(％)

級
職員数
(人)

構成比
(％)

高校卒 200,300 223,200 200,300 223,200

大学卒 232,000 － 232,000 －

40.0 － －

区    分 企業職(一) 企業職(二)
一般会計の制度

行政職(一) 行政職(二)

令和7年1月1日

平均給料月額(円) 300,469 － －

平均給与月額(円) 376,733 － －

平均年齢(歳)

平均給与月額(円) 373,155 － －

平均年齢(歳) 39.8 － －

区    分 企業職(一) 企業職(二) 嘱託職員

令和8年1月1日

平均給料月額(円) 306,672 － －
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(等級別基準職務表)

(4)昇　給

(Ａ)

(Ｂ)

(Ａ)

(Ｂ)

 比率(％)　(Ｂ)/(Ａ) 92.0%

前
年
度

 職員数(人) 25 課長・係長・主任

 昇給に係る職員数(人) 23 課長・係長・主任

 号給数別内訳

1号給 0

2号給 4

4号給 19

2号給 4

4号給 21

本
年
度

 職員数(人) 25 課長・係長・主任

 昇給に係る職員数(人) 25 課長・係長・主任

 号給数別内訳

1号給 0

 比率(％)　(Ｂ)/(Ａ) 100.0%

3　　級 4　　級

 相当の経験を必要とする
 技能・労務職員の職務

 1.一般技能・労務職員を直接指揮
　 監督する技能・労務職員の職務
 2.特に相当な技能又は経験を必要
 　とする技能・労務職員の職務

区    分 合    計 代表的な職種

 1.事務局長の職務

区分 1　　級 2　　級

 企業職(二)  初級技能・労務職員の職務  経験を有する技能・労務職員の職務

5　　級 6　　級

 1.課長の職務
 2.副参事の職務
 3.課長補佐の職務

 1.次長の職務
 2.参事の職務

7　　級

 企業職(一)
 1.主事及び技師等の職務
 2.主事補及び技師補等の職務

 1.主幹及び技幹等の職務

3　　級 4　　級

 1.主任及び主任技師等の職務
 1.係長の職務
 2.主査の職務

区分 1　　級 2　　級

9



(5)特殊勤務手当

(6)期末・勤勉手当

(7)定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(8)地域手当

(9)その他の手当

 通勤手当 同

区　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

 扶養手当 同

 一般会計の制度
 (支給率等)

同上 同上 同上 同上 同上

 支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
 定年前早期退職

特例措置
 (2%～20%加算)

 住居手当 同

 支給対象地域

 支給率(％)

 支給対象職員数(人)

 国の指定基準に
 基づく支給率(％)

5級地
(石岡市・小美玉市)

4

25

4

区    分
20年勤続の者

(月分)
25年勤続の者

(月分)
35年勤続の者

(月分)
最高限度
(月分)

その他の
加算措置

備考

 本年度 2.325 2.325 4.650 有

 前年度 2.300 2.300 4.600 有

区    分
支給期別支給率

支給率計(月分)
職制上の段階・職務
の等級別による加算

措置6月(月分) 12月(月分)

 支給対象職員1人あたり平均支給月額(円) 11,022 11,022

 代表的な特殊勤務手当の名称 自宅待機手当 自宅待機手当

 給料総額に対する比率(％) 2.58 2.58

 支給対象職員の比率(％)  (令和5年12月1日現在) 72.0 72.0

区    分 全職種 企業職(一)
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収益的収入 過 年 度 分

損 益 勘 定

営業外収益 留 保 資 金

令和6年度

から

令和7年度

まで

令和8年度

から

令和9年度

まで

令和8年度

から

令和9年度

まで

令和8年度

から

令和9年度

まで

165,000

認可変更資料作成
及び取水井工事実
施設計業務委託
(玉里2号井)

21,275 － － 21,275 － 21,275

電気設備更新工事
(柏原配水場・柏原
4号井他)

165,000 － － 165,000 －

4,220 －

電気設備更新工事
(恋瀬3,5号井・玉里
2号井)

158,079 － － 158,079 － 158,079

物価高騰対策関連
業務委託

4,220 － 令和8年度 4,220令和7年度

209,000 － 209,000

R07-08FK01電気
設備更新工事

116,380 － 令和8年度 116,380 － 116,380

R06-07FK01中央
監視設備更新工事

209,000 － 令和8年度

令和7年度

債務負担行為に関する調書（税込み）

事　　項
限度額
（千円）

前年度末までの 当該年度以降の

左の財源内訳支 払 義 務 支 払 義 務

発生（見込）額 発 生 予 定 額

期 間
金額
（千円）

期 間
金額
（千円）
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（５） その他流動資産 0

流動資産合計 2,121,520,568

資産合計 11,849,406,556

（３） 貯蔵品 18,092,979

（４） 前払金 159,827,031

（２） 未収金 142,957,779

無形固定資産合計 0

固定資産合計 9,727,885,988

２．流動資産

（１） 現金預金 1,800,642,779

有形固定資産合計 9,727,885,988

（２） 無形固定資産

その他のもの 0

工具器具及び備品 70,680,956

減価償却累計額 △ 50,265,030 20,415,926

建設仮勘定 83,093,667

減価償却累計額 △ 2,938,854,068 1,178,474,228

車両運搬具 19,933,100

減価償却累計額 △ 16,397,628 3,535,472

機械及び装置 4,117,328,296

土地 450,266,535

建物 950,623,706

減価償却累計額 △ 660,313,045 290,310,661

令和8年度 湖北水道企業団水道事業 予定貸借対照表（税抜き）  

（令和9年3月31日）

資       産       の       部

１．固定資産

（１） 有形固定資産

構築物 16,867,721,861

減価償却累計額 △ 9,165,932,362 7,701,789,499
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剰余金合計 258,953,409

資本合計 7,526,068,238

負債・資本合計 11,849,406,556

減債積立金 0

当年度未処分利益剰余金 258,953,409

利益剰余金合計 258,953,409

（１） 利益剰余金

自己資本金合計 7,267,114,829

資本金合計 7,267,114,829

７．剰余金

固有資本金 33,853,087

繰入資本金 263,284,990

組入資本金 6,969,976,752

1,428,741,725

負債合計 4,323,338,318

資       本       の       部

６．資本金

（１） 自己資本金

（１） 長期前受金 5,127,662,861

長期前受金収益化累計額

繰延収益合計

△ 3,754,601,187 1,373,061,674

（2） 建設仮勘定長期前受金 55,680,051

（４） その他流動負債 49,182,785

流動負債合計 471,786,556

５．繰延収益

（２） 未払金 339,693,981

（３） 前受金 8,104,568

引当金合計 349,082,099

固定負債合計 2,422,810,037

４．流動負債

（１） 企業債 74,805,222

退職給付引当金 156,147,136

修繕引当金 137,764,963

特別修繕引当金 55,170,000

負       債       の       部

３．固定負債

（１） 企業債 2,073,727,938

（２） 引当金

13
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（１）

（２）

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

（１）

（２）

（３） 長期前受金戻入

（４）

（１）

（２）

（１）

（２）

（３）

（１）

（２）

4,742,530

0

206,539,118

0

過年度損益修正益 0

0 4,742,530

810,642過年度損益修正損

41,110,658

810,642 3,931,888

165,428,460

当年度未処分利益剰余金

当年度純利益

その他未処分利益剰余金変動額

経  常  利  益

支払利息

２  営  業  費  用

営  業  利  益

前年度繰越利益剰余金

その他特別利益

その他特別損失

６  特　別　損　失

５  特  別  利  益

固定資産売却益

66,748,755

410,224,521

10,000

監査委員費

減価償却費

305,146

5,819,027資産減耗費

161,496,572

128,615,656

19,204,887

13,174,176 96,236,59332,379,063

9,675,272

令和7年度 湖北水道企業団水道事業 予定損益計算書 (税抜き）  

浄配水及び給水費

議会費

229,184,330

1,253,377

762,296,535

総係費

(令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

給水収益 1,407,604,160

１  営  業  収  益

1,474,352,915その他営業収益

65,259,979

1,409,092,936

雑支出

雑収益

3,948,898受取利息及び配当金

他会計補助金

102,357,486

12,634,000

３  営  業  外  収  益

その他営業費用

４  営  業  外  費  用
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308,947,661△ 641,676,045

984,004,432減価償却累計額

流動資産合計

資産合計

18,429,647

その他のもの 0

7,285,447,481減価償却累計額

機械及び装置 3,966,674,373

△ 8,884,802,740

79,112,860建設仮勘定

無形固定資産

令和7年度 湖北水道企業団水道事業 予定貸借対照表（税抜き）  

（令和8年3月31日）

資       産       の       部

119,917,031

（１）

2,002,665減価償却累計額

70,680,956工具器具及び備品

減価償却累計額

減価償却累計額 △ 46,401,663 24,279,293

16,170,250,221

（１）

建物 950,623,706

有形固定資産

0無形固定資産合計

9,134,060,927

△ 16,426,982

△ 2,982,669,941

450,266,535

9,134,060,927

211,258,921

２．流動資産

0

19,534,762

11,493,561,272

2,359,500,345

2,008,789,631

（５） その他流動資産

１．固定資産

（２）

有形固定資産合計

構築物

（３）

（４） 前払金

（２）

現金預金

貯蔵品

未収金

車両運搬具

土地

固定資産合計
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（３） 前受金

退職給付引当金

（１）

（１） 企業債

引当金

負       債       の       部

３．固定負債

修繕引当金

1,848,533,160

（２）

137,764,963

154,977,136

4,019,907,325

資本金合計 7,267,114,829

７．剰余金

68,858,902

（２） 未払金 314,415,014

その他流動負債

固有資本金

繰入資本金 263,284,990

自己資本金合計

自己資本金

企業債

繰延収益合計

7,174,567

7,267,114,829

（４） 49,134,301

引当金合計

6,969,976,752

流動負債合計

33,853,087

組入資本金

建設仮勘定長期前受金

439,582,784

５．繰延収益

（１） 長期前受金

長期前受金収益化累計額

4,988,899,643

1,389,779,282

負債合計

△ 3,668,096,452 1,320,803,191

（2） 68,976,091

特別修繕引当金 49,270,000

負債・資本合計 11,493,561,272

（１）

減債積立金

当年度未処分利益剰余金 206,539,118

206,539,118

剰余金合計 206,539,118

資本合計 7,473,653,947

利益剰余金

0

利益剰余金合計

342,012,099

固定負債合計 2,190,545,259

４．流動負債

資       本       の       部

６．資本金

（１）
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Ⅰ. 重要な会計方針

　　

1.

・ 貯蔵品　　先入先出法による原価法による。

2.

(1) 有形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法による

・ 主な耐用年数

建物  7～50年

構築物  5～60年

機械及び装置  5～30年

車両運搬具      5年

工具、器具及び備品  2～20年

(2) 無形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法による

・ 耐用年数

ソフトウェア      5年

3.

(1) 退職給付引当金

(2) 特別修繕引当金

のうち当年度に対応する額を計上している。

4.

外消費税等については、当年度の費用として処理している。

Ⅱ.

(1) 企業債の償還に係る他会計の負担

て1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる

額は 809,037,686円である。

  庁舎及び配水場施設等に係る定期修繕費用の支出に備えるため、支出見込額

予定貸借対照表等関連

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算し

注　記　表

  平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

消費税及び地方消費税等の会計処理

引当金の計上方法

固定資産の減価償却の方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象

  当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、茨城県市町村総合

事務組合における積立金相当額を控除した額を費用計上している。

資産の評価基準及び方法
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Ⅲ.

1.

又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的

に把握できる資産を除いたすべての資産を対象とした按分等の方法を用いて合

理的に整理している。

みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

  平成26年3月31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で

現に資本剰余金として整理していた額については、平成26年3月31日以前に取得

その他の注記
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